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１．長岡市総合計画策定委員会

●委員名簿

委 員
（50音順、敬称略） 団体名等

委員長 大原　興人 長岡商工会議所会頭、長岡産業活性化協会NAZE副会長
副委員長 佐々木　順子 長岡造形大学理事長
副委員長 広川　和義 株式会社第四北越銀行取締役会長、長岡商工会議所副会頭

委員

石坂　陽之介 長岡西陵スポーツクラブ代表、長岡市スポーツ推進審議会委員

大島　健 有限会社大島鉄工所専務取締役、ながおか農challeプロジェクト実行委員会
代表

勝身　麻美 長岡技術科学大学国際産学連携機構 主任UEA兼特任講師、長岡市環境審議会
委員

ガーヴィー春龍 慶覚寺住職
草間　昭夫 一般社団法人長岡医師会会長、長岡市ヘルシープラン21策定委員会委員長
黒﨑　千賀子 長岡市社会教育委員兼長岡市公民館運営審議会委員
駒野　亜由美 有限会社ホープイン中沢代表取締役社長、長岡市農業委員
近藤　保子 コンドウ印刷株式会社代表取締役社長
坂田　匠 株式会社サカタ製作所代表取締役社長

佐野　可寸志 長岡技術科学大学教授、長岡市都市計画審議会会長、長岡市地域公共交通協
議会副会長

高野　真規 たかの社会保険労務士事務所代表、ながおか働き方プラス応援プロジェクト
相談員

田中　晋 社会福祉法人長岡三古老人福祉会理事長、長岡市自殺対策協議会会長
外山　茂浩 長岡工業高等専門学校副校長
中野　雅嗣 NPO法人ふるさと未来創造堂常務理事、社会教育士
西片　吉邦 山信織物株式会社取締役専務、トチオノアカリ協議会会長
ヌル アデリン 公募委員
原　祥汰 公募委員
樋口　秀 新潟工科大学教授、長岡市空き家対策委員会会長

山岸　麻美 子育ての駅ながおか市民防災センター「ぐんぐん」　施設長、NPO法人多世
代交流館になニーナ理事

山田　修 長岡市教育委員会事務評価委員会委員長、長岡市スポーツ協会理事
山田　光枝 FMながおか企画営業部制作主任
渡辺　美子 ながおか市民協働センター長、長岡市子ども・子育て会議委員長

●開催状況

第 1 回長岡市総合計画策定委員会
実施日時 令和 6 年 11 月 12 日（火）18:30 - 20:30 実施場所 アオーレ長岡　東棟 4 階大会議室

議事

（1）次期長岡市総合計画の策定について
（2）長岡市の人口等の現状について
（3）現総合計画の進捗及び成果について
（4）グループ討議・発表（6 グループ）
　　　・長岡市の現状について
　　　・10 年後の長岡に向けて重視すべき視点について

第 2 回長岡市総合計画策定委員会
実施日時 令和 7 年 2 月 13 日（木）14:00 - 16:00 実施場所 アオーレ長岡　東棟 4 階大会議室

議事

（1）長岡市の将来人口推計について
（2）市民参加事業の主な意見について
（3）次期総合計画の将来像・目標・政策の方向性について
（4）グループ討議・発表（６グループ）
　　　・長岡市の将来人口推計について
　　　・次期総合計画の将来像等について

（5）全体討議

第 3 回長岡市総合計画策定委員会
実施日時 令和 7 年 5 月 22 日（木）14:00 - 16:30 実施場所 アオーレ長岡　東棟 4 階大会議室

議事

（1）次期長岡市総合計画骨子案等について
（2）グループ討議（6 グループ）
　　　・基本目標「変わるイノベーション宣言」について
　　　・政策の目指す姿と主な取組について

第 4 回長岡市総合計画策定委員会
実施日時 令和 7 年 7 月 31 日（木）14:00 - 16:30 実施場所 アオーレ長岡　東棟 4 階大会議室

議事 （1）第 3 回総合計画策定委員会での委員意見への対応について
（2）長岡市総合計画素案について

第 5 回長岡市総合計画策定委員会
実施日時 令和 7 年 11 月 7 日（金）14:00 - 16:30 実施場所 アオーレ長岡　東棟 4 階大会議室

議事 （1）第 4 回総合計画策定委員会での委員意見への対応について
（2）長岡市総合計画原案について

第 6 回長岡市総合計画策定委員会
実施日時 令和 8 年 1 月 22 日（木）15:00 - 17:00 実施場所 長岡グランドホテル　悠久の間

議事
（1）第５回総合計画策定委員会での委員意見への対応について
（2）パブリックコメント意見への対応について
（3）長岡市総合計画計画案について

策定委員会でのグループ討議 市長へ答申書提出
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●長岡市総合計画策定委員会条例

令和６年９月24日
条例第36号

　（趣旨）
第１条　この条例は、市政の総合的かつ計画的な運営の基本となる計画（以下「総合計画」という。）を策定

するに当たり、市長の附属機関として設置する長岡市総合計画策定委員会（以下「委員会」という。）の組
織その他委員会に関し、必要な事項を定めるものとする。

　（所掌事務）
第２条　委員会は、次に掲げる事項を所掌する。

(1)　市長の諮問に応じ、総合計画の案について審議検討し、意見を具申すること。
(2)　前号に掲げることのほか、総合計画の策定に関し必要な事項

　（組織）
第３条　委員会は、市民、学識経験者等のうちから市長が委嘱する25人以内の委員で組織する。
　（任期）
第４条　委員の任期は、委嘱の日から令和８年３月31日までとする。
　（委員長及び副委員長）
第５条　委員会に委員長１人及び副委員長若干人を置く。
２　委員長及び副委員長は、委員の中から市長が指名する。
３　委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。
４　副委員長は、委員長を補佐し、委員長が欠けたとき、又は委員長に事故があるときは、その職務を代理する。
　（会議）
第６条　委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集する。
２　会議の議長は、委員長をもって充てる。
３　会議は、在任委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。
４　会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。
５　委員長は、会議の議事の審議検討に関し、特に意見を聴く必要があると認めるときは、委員以外の者に対

し、会議に出席を求め、意見を聴くことができる。
　（部会）
第７条　専門的及び具体的な事項を審議検討するため、必要があるときは、会議に部会を置くことができる。
　（委任）
第８条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し、必要な事項は、別に定める。
　　附　則
　（施行期日）
１　この条例は、公布の日から施行する。
　（有効期限）
２　この条例は、令和８年３月31日限り、その効力を失う。
　（最初の会議の特例）
３　この条例の施行後最初の会議は、第６条第１項の規定にかかわらず、市長が招集する。

●庁内策定会議構成

１　策定会議委員
座　　長　　髙見副市長
副 座 長　　渡邉副市長
委　　員　　教育長、産業政策監、理事（行財政改革担当）、理事、部局長、支所長及び課長

２　事務局
事務局長　　地方創生推進部長
庶　　務　　政策企画課

３　分科会
分科会名 分科会長 副分科会長

市民協働分科会 市民協働推進部
市民協働課長

地域振興戦略部
地域振興担当課長

経済・産業分科会 商工部
産業イノベーション課長

農林水産部
農水産政策課長

魅力発信・交流分科会 地方創生推進部
広報・魅力発信課長

観光・交流部
観光企画課長

子育て・教育分科会 教育部
教育総務課長

子ども未来部
子ども政策課長

福祉・健康・医療分科会 福祉保健部
福祉総務課長

福祉保健部
健康増進課長

安全安心・環境分科会 危機管理防災本部
防災政策担当課長

環境部
環境政策課長

まちづくり・インフラ分科会 都市整備部
都市政策課長

土木部
土木政策調整課長

行財政運営分科会 総務部
行政管理課長

財務部
財政課長

4　開催状況
日時 内容

第１回 令和6年5月15日
•次期総合計画の策定について
•次期総合戦略の策定について
•今後のスケジュールについて

第２回 令和6年7月18日
•次期総合計画及び総合戦略の方向性について
•分科会の設置について
•今後のスケジュールについて

第３回 令和6年11月14日
•第１回総合計画策定委員会の結果について
•市民参加事業について（学生・女性就業者インタビュー速報、市民アンケート案 等）
•今後のスケジュールについて

第４回 令和7年1月24日 •第２回総合計画策定委員会について
 （人口推計、市民参加事業の主な意見について、将来像）

第５回 令和7年4月21日 •分科会長会議について
•長岡版イノベーションの推進について

第６回 令和7年7月15日 •第３回総合計画策定委員会での委員意見への対応について
•計画の素案について

第７回 令和7年10月24日 •第４回総合計画策定委員会での委員意見への対応について
•計画の原案について

第８回 令和7年12月25日
•第５回総合計画策定委員会での委員意見への対応について
•パブリックコメント意見への対応について
•計画案について

２．長岡市総合計画庁内策定会議
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（設置）
第１条　市政の総合的かつ計画的な運営の基本となる計画（以下「総合計画」という。）を円滑に策定するため、

長岡市総合計画庁内策定会議（以下「策定会議」という。）を設置する。
（任務）

第２条　策定会議は、次に掲げる事項について検討を行い、その結果を市長に報告する。
（1）　総合計画案の基本的指針に関する事項
（2）　総合計画案の作成及び調整に関する事項
（3）　その他総合計画案の作成に関し必要な事項
（組織）

第３条　策定会議は、別紙に掲げる座長、副座長及び委員をもって組織する。
２　座長は、会務を統括する。
３　副座長は、座長に事故があるときは、その職務を代行する。
（会議の招集）

第４条　策定会議は、座長が招集する。
（分科会）

第５条　第２条に規定する事項について部門別に調査及び検討を行うため、策定会議に分科会を置く。
２　分科会は、分科会長、副分科会長をもって構成するものとする。
３　分科会長は、分科会を統括する。
４　副分科会長は、分科会長に事故があるときは、その職務を代行する。
５　分科会は、分科会長が招集する。
６　分科会長は、必要に応じ、その分科会に他の分科会の構成員の出席を求めることができる。
７　設置する分科会の名称、構成員等は別に定める。
（分科会長会議）

第６条　分科会間の調整を図るため、策定会議に分科会長会議を置く。
２　分科会長会議は、地方創生推進部長、政策企画課長並びに各分科会長及び副分科会長をもって組織する。
３　分科会長会議は、地方創生推進部長が統括する。
４　政策企画課長は、地方創生推進部長に事故があるときは、その職務を代行する。
５　分科会長会議は、次に掲げる事項を処理する。
（1）　分科会間の調整事項
（2）　策定会議における検討事項の事前の協議又は調整事項
（3）　その他特別に検討を要する事項
（庶務）

第７条　策定会議の事務局長は、地方創生推進部長をもって充てる。
２　策定会議及び分科会長会議の庶務は、政策企画課において処理する。
３　分科会の庶務は、当該分科会長が指定する課等において処理する。
（その他）

第８条　この要領に定めるもののほか、必要な事項は、座長が別に定める。
　　附　則
（施行期日）

１　この要領は、令和６年５月15日から施行する。
（有効期限）

２　この要領は、令和８年３月31日限り、その効力を失う。
　　附　則
（施行期日）

１　この要領は、令和７年４月１日から施行する。
（有効期限）

２　この要領は、令和８年３月31日限り、その効力を失う。

総合計画の策定に向け、多様で幅広い皆様からご意見をお聞きするため、アンケート、インタビュー、パブリッ
クコメントなどの市民参加事業を実施しました。
また、総合計画の策定経過において一人でも多くの市民から携わってもらい、長岡市の将来ビジョンについて
考えてもらいたいという思いを込めて、市民参加事業のネーミングを「nagaoka ミライカイギ」としました。
ロゴは長岡造形大学の学生が作成しました。

●市民5,000人アンケート

市民の幸福度や総合計画における総合指標、主要指標、施策の柱ごとの指標に関する現状値の把握のため、無
作為に抽出した18歳以上の市民5,000人に対して調査票を配布し、郵送または専用Webフォームから回答を
受け付けました。

第１回

回答期間 令和6年12月9日（月）～ 12月25日（水）

回答者数 2,004人（回収率 40%）

第２回

回答期間 令和7年8月15日（金）～ 9月4日（木）

回答者数 2,189人（回収率 44%）

●全市民対象Webアンケート

長岡市に居住している市民全員を対象に、市政だよりや市ホームページに掲載しているQRコードを読み取り、
専用フォームから回答を受け付けました。

回答期間 令和6年12月25日（水）～ 令和7年1月15日（水）

調査項目 ・長岡市に特に力を入れてほしい取組
・10年後の長岡市がどのようなまちになっていてほしいか

回答者数 1,376人

●長岡市総合計画庁内策定会議設置要領 ３．市民参加事業　実施概要
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●市内中学生アンケート

市内の中学校に通う生徒を対象に、学校を通じて周知し、専用Webフォームから回答を受け付けました。

回答期間 令和6年12月4日（水）～ 12月25日（水）

調査項目

・大人になってもずっと長岡市に住み続けたいと思いますか
・住み続けたい（住み続けたくない）理由はなんですか
・長岡市の自慢できるところはなんですか
・10年後の長岡市がどんなまちになっているといいですか

回答者数 702人

●市内団体等アンケート

市政に関係する団体（230団体）の委員を対象に、団体の活動に関連した視点で専用Webフォームから回答を
受け付けました。

回答期間 令和6年12月2日（月）～ 12月20日（金）

調査項目

・長岡市の良い点、強み、継続すべき取組について
・今後長岡市がどのようなまちになっていくといいと思うか（理想とする長岡市の姿）
・ 理想とする長岡市の姿の実現に向け、団体として主体的に取り組みたいことや市と連携し

て取り組みたいことについて

回答者数 60団体

●長岡市民インタビュー・ワークショップ

あらゆる年代、各界各層の方を対象にグループインタビューや個別インタビュー、ワークショップを通じて意
見をお聞きしました。

市内学生グループインタビュー　

対象 長岡市内の大学・高専・専門学校生のみなさん

参加者 75人

日時 令和6年11月5日（火）～ 11月8日（金）

開催場所 市内10校

トークテーマ

・卒業後の暮らし、仕事への希望
・市内就職検討の有無、方法
・長岡に住み続けたい/戻りたいか
・10年後の長岡市がどのようなまちになってほしいか

首都圏就業者座談会（グループインタビュー）　

対象 長岡市出身もしくは市内学校卒業で、現在首都圏で就業されている20 ～ 30代のみなさん

参加者 8人

日時 令和6年11月29日（金）

開催場所 都内会議室

トークテーマ

・ 長岡市を離れた理由/首都圏で生活して
いる理由

・長岡市に戻りたいか/その理由
・ 長岡市が戻りたくなる、選ばれるまちに

なるには

子育て世帯個別インタビュー　

対象 子育て中の保護者のみなさん

参加者 16人

日時 令和6年11月23日（土）

開催場所 子育ての駅てくてく、子育ての駅ぐんぐん

トークテーマ

・子育てにあたっての困りごと
・長岡市の子育て環境の良いところ
・ 長岡市の子育て環境の改善してほしいと

ころ

市内女性就業者グループインタビュー　

対象 市内企業に就業する女性従業員のみなさん

参加者 8人

日時 令和6年11月7日（木）

開催場所 アオーレ長岡

トークテーマ

・理不尽を感じたり、もやもやするとき
・ 自分に自信を持って、いきいき過ごせる

とき
・  10年後、どのように暮らせているといい

か/そのために、職場や地域にどう変わっ
てほしいか
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市内シニア世代インタビュー

対象 市内老人クラブ連合会に所属するみなさん

参加者 11人

日時 令和6年12月6日（金）

開催場所 さいわいプラザ

トークテーマ

・日頃の楽しみや生きがい
・ 長岡で生活するうえで便利なことや

不便なこと
・これからの長岡市の理想の姿

長岡市新規採用職員ワークショップ

対象 令和6年度長岡市新規採用職員

参加者 67人

日時 令和6年10月2日（水）

開催場所 アオーレ長岡

テーマ

・10年後の長岡市の理想像
・ 理想像の実現に向けて力を入

れるべき取組

市内若手職員合同ワークショップ

対象 市内の若手就業者
（㈱大光銀行・日本精機㈱・長岡市役所）

参加者 30人

日時 令和6年12月10日（火）～
令和7年2月13日（木）

開催場所 アオーレ長岡、㈱大光銀行会議室

テーマ
長岡の未来を考える

こどもの意見聴取

対象 市内の小学生

参加者 44人

日時 令和6年8月16日（金）～ 8月21日（水）

開催場所 四郎丸児童クラブ、希望ヶ丘児童クラブ、
中之島中央児童クラブ

テーマ

・ じどうクラブで楽しいところややって
みたいこと

・たのしいばしょやあったらいいな

●有識者ヒアリング

専門知識や経験を通じて多方面からの洞察を得るため、市政に関連する有識者に対して個別にヒアリングを行
いました。

実施期間 令和6年5月 ～ 令和7年12月

有識者 ・ 大学関係者・IT関係事業者・長岡青年会議所・新潟県・県内他市・男女活躍推進アドバイザー
・長岡市イノベーションコーディネーター

●パブリックコメント

総合計画案に対する意見を幅広く募集しました。

実施期間 令和7年11月21日（金）～ 12月12日（金）

実施結果 意見提出者数：41人
意見提出件数：112件
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●策定体制・策定の流れ

総合計画の策定にあたり、市民や有識者で組織する「長岡市総合計画策定委員会」を設置し、計画の策定に向
け審議検討を行いました。また、市議会への説明・意見交換や市民アンケート、インタビュー、パブリックコ
メントなどを通じて多くのご意見をいただき、計画に反映しました。

４．長岡市総合計画策定の主要な経過

パブリック
コメント

意

　
見

有識者ヒアリング 有識者ヒアリング

令和６年度（2024 年度） 令和７年度（2025 年度）

長岡市
計画作成

総合計画
策定委員会

市議会

市民
参加事業

有識者
ヒアリング

令和８年度
（2026年度）４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

諮

　
問

答

　
申

議

　
決

素
案
に
反
映

第１回庁内
策定会議

R6.5.15
第２回庁内
策定会議

R6.7.18
第３回庁内
策定会議

R6.11.14
第４回庁内
策定会議

R7.1.24
第５回庁内
策定会議

R7.4.21
第６回庁内
策定会議

R7.7.15
第７回庁内
策定会議

R7.10.24
第８回庁内
策定会議

R7.12.25

意

　
見

意

　
見

意

　
見

各会派
意見交換

R6.5.13

会派説明

R6.8.5

意

　
見

会派説明

R7.5.14

議員協議会

R7.7.25

意

　
見

原
案
に
反
映

議員協議会

R7.11.4

意

　
見

議員協議会

R8.1.20

議員協議会

R6.10.18

会派説明

R7.1.29-30

審議検討審議検討

第２回
総合計画
策定委員会

R7.2.13

審議検討審議検討

第１回
総合計画
策定委員会

R6.11.12

審議検討審議検討

第３回
総合計画
策定委員会

R7.5.22

審議検討審議検討

第４回
総合計画
策定委員会

R7.7.31

審議検討審議検討

第５回
総合計画
策定委員会

R7.11.7

審議検討審議検討

第６回
総合計画
策定委員会

R8.1.22

計画策定基礎調査
現状・課題の整理（前計画の評価）

人口将来展望 素
案
完
成

骨子・素案の作成
原
案
完
成

原案の作成

市民アンケート

公 

表

策 

定

計
画
案
完
成

計画案の作成

意見の反映・修正
意見の反映・修正

（将来像・基本目標・視点・政策・施策の柱・KPI）
骨子・素案の作成

総
合
計
画
実
施

計
画
案
に
反
映

【アンケート】
・市民 5,000 人アンケート
・全市民対象Webアンケート
・市内中学生アンケート
・市内団体等アンケート

【インタビュー・ワークショップ】
・市内学生グループインタビュー
・首都圏就業者グループインタビュー
・子育て世帯インタビュー
・女性就業者グループインタビュー
・シニア世代インタビュー
・長岡市職員ワークショップ
・市内若手職員合同ワークショップ
・こどもの意見聴取

策定体制

長岡市
庁内策定会議

８つの分科会

意見

・アンケート　・インタビュー　・ワークショップ
市民参加事業

・各界各層から選出　・公募委員
策定委員会　（25人）

地方創生推進会議・幹事会
有識者ヒアリング

市議会市　長

答申諮問 説明 / 提案

意見 / 議決

意見交換

審議・検討

説明

意見交換
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　個別計画（計画・方針・指針など）は、各分野における取組を着実に推進していくため、それぞれの分野の
実情に応じて、その具体的な取り組み内容を記載した計画・方針・指針などを定めたものです。最上位計画で
ある「長岡市総合計画」に記載された内容を踏まえて、対象となる分野の将来像や目標を掲げ、その実現に向
けたより具体的・詳細な取組などを明らかにします。

※令和８年3月時点

５．関連する主な個別計画

誰にも優しく寄り添う共生社会のまち P.30

政策 1-2 ながおか男女共同参画基本計画

政策 1-2 人権教育・啓発推進計画

政策 1-2 多文化共生ビジョン

政策 1-3
政策 1-6

長岡市地域福祉計画

政策 1-4
政策 1-6

長岡市高齢者保健福祉計画・介護保険
事業計画

政策 1-5
政策 1-6

長岡市障害者基本計画・障害福祉計画・
障害児福祉計画

政策 1-6 ながおかヘルシープラン 21

政策 1-6 長岡市食育推進計画

政策 1-6 長岡市自殺対策計画

政策 1-6
長岡市国民健康保険データヘルス計
画・特定健康診査等実施計画

子ども・若者が夢や希望をもち、
誰もが学び続けることができるまち P.62

政策 2-2
政策 2-3
政策 2-4
政策 2-5
政策 2-6

長岡市教育大綱

政策 2-2
政策 2-3
政策 2-4
政策 2-5
政策 2-6

長岡市教育振興基本計画

政策 2-2
政策 2-3
政策 2-4
政策 2-5

長岡市こども計画

政策 2-6
長岡市学校施設長期保全・再生計画「ス
クールフェニックスプラン」

災害や雪に強く、
暮らしやすい安全安心なまち P.87

政策 3-1 長岡市地域防災計画

政策 3-1
政策 3-2
政策 3-7

長岡市国土強靭化地域計画

政策 3-2
政策 3-6
政策 3-7

長岡市都市計画マスタープラン

政策 3-2
政策 3-7

長岡市公共施設等総合管理計画

政策 3-2 長岡市道路除雪計画

政策 3-2 長岡市雪みち計画

政策 3-3 長岡市交通安全計画

政策 3-3 長岡市交通安全実施計画

政策 3-4
政策 3-5

長岡市環境基本計画

政策 3-4
長岡市カーボンニュートラル チャレン
ジ戦略 2050

政策 3-4 長岡市地球温暖化対策実行計画

政策 3-4
長岡市一般廃棄物（ごみ）処理基本計
画

政策 3-6 国土利用計画（長岡市計画）

政策 3-6 長岡市立地適正化計画

政策 3-6 長岡市地域公共交通計画

政策 3-6 長岡市空家等対策計画

政策 3-6 長岡市中心市街地活性化基本計画

政策 3-6 長岡市耐震改修促進計画

政策 3-6
政策 3-7

長岡版広域道路ビジョン

政策 3-6 長岡市景観アクションプラン

政策 3-6 長岡市緑の基本計画

政策 3-7 長岡市水道事業経営戦略

政策 3-7 長岡市下水道事業経営戦略

政策 3-7 長岡市橋梁長寿命化修繕計画

政策 3-7 長岡市公園施設長寿命化計画

産業が成長し活力を創出するまち P.115

政策 4-1
政策 4-2

NaDeC 構想

政策 4-3 長岡市農村環境計画

政策 4-3 長岡農業振興地域整備計画

政策 4-3 長岡市森林整備計画

にぎわいや交流が生まれる魅力あるまち P.136

政策 5-2 長岡市文化財保存活用地域計画

政策 5-4 摂田屋・宮内エリア観光ビジョン

政策 5-5 長岡市スポーツ推進計画

市民の期待に応え、
信頼される行政を推進するまち P.154

政策 6-1
政策 6-2

持続可能な行財政運営プラン

政策 6-1
長岡市職員「働き方・仕事の進め方改
革」実行プログラム

政策 6-1 長岡市特定事業主行動計画

政策 6-1 ながおか男女共同参画基本計画（再掲）

政策 6-2 長岡市公共施設等総合管理計画（再掲）

政策 6-2 長岡市公共建築物適正化計画

政策 6-2 長岡市公共建築物長寿命化計画
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６．重要業績評価指標（KPI）一覧

基本
目標 政策 掲載

ページ 施策の柱 指標（KPI） 過去実績
（参考） 現状値

中間目標 最終目標 指標の
定義・説明

目標設定
の考え方 出典

2030年度 2035年度

総合指標

P.29

－ 長岡市に住み続けたいと思
う人の割合

60.4%
（H27）

79.8%
（R7） 82.0% 85.0%

アンケートの設問に対して「そう思う」又
は「どちらかといえばそう思う」と回答を
した人の割合

将来像の実現に向け、様々な取組を推進す
ることで、住み続けたいと思う人を現状よ
り向上させ、85％以上を達成することを目
標とする。

長岡市総合計画
市民アンケート

総合指標 － 社会動態
918人

転出超過
（H26）

414人
転出超過
（R1）

502人
転出超過
（R6）

250人
転出超過

転出超過を解消
する

10月1日を基準とした１年間における転入
及び転出による人口の動き

将来像の実現に向け、様々な取組を推進す
ることで転出超過を解消することを目標と
する。

新潟県人口移動
調査結果報告

誰にも優しく寄
り添う共生社会
のまち

主要指標

P.30

ー 市民活動に参加した人の割
合

18.7%
（R7） 20.0% 25.0%

アンケートの設問に対してこの１年間に地
域活動とは別に、ボランティア活動など、
より暮らしやすいまちをつくるための市民
活動に「参加したことがある」と回答をし
た人の割合

まちづくりに取組むNPO法人などとの協働
により、25％以上を達成することを目標と
する。

長岡市総合計画
市民アンケート

主要指標 ー 婚姻組数 1,212組
（H25）

1,143組
（H30）

785組
（R5） 785組 785組 １年間で長岡市が婚姻届を受理した件数 人口減少が進む中においても、現在の婚姻

組数を維持することを目標とする。 長岡市統計年鑑

主要指標 ー 平均自立期間
男性:79.6歳
女性:83.2歳

（H30）

男性:80.2歳
女性:83.1歳

（R5）

男性:81.1歳
女性:84.0歳

男性:81.8歳
女性:84.7歳

食事、着替え、入浴、排泄など日常生活を
送るために、最低限必要な動作を自分でで
きる期間

国の「健康寿命延伸プラン」では、2016年
からの24年間で健康寿命を3年延伸すると
されていることから、これを基に、平均自
立期間を現状値から1.6歳延伸させることを
目標とする。

国保データベー
スシステム

主要指標 ー 自殺死亡率 29.5
 （H25）

18.7
 （H30）

26.4
 （R5） 18.5 18.5より減少 人口10万人当たりの自殺者数

国の自殺総合対策大綱の目標に準じて令和
５年の長岡市の自殺死亡率（26.4）を令和
12年までに3割減少させることを目標とす
る。

厚生労働省「地
域における自殺
の基礎資料」

市民協働による
まちづくりの推
進

P.32 地域コミュニティ活動の
推進

町内会、子ども会の活動や、地域活動に参加した人
の割合

55.6%
（R7） 60.0% 65.0%

アンケートの設問に対してこの１年間に町
内会や子ども会の活動や、地域のまつりや
イベント、清掃活動などに「参加したこと
がある」と回答をした人の割合

地域のコミュニティへの支援を通じて、
65％以上を達成することを目標とする。

長岡市総合計画
市民アンケート

P.33 「協働のまち長岡」の推進 市民活動に参加した人の割合 18.7%
（R7） 20.0% 25.0%

アンケートの設問に対してこの１年間に地
域活動とは別に、ボランティア活動など、
より暮らしやすいまちをつくるための市民
活動に「参加したことがある」と回答をし
た人の割合

まちづくりに取組むNPO法人などとの協働
により、25％以上を達成することを目標と
する。

長岡市総合計画
市民アンケート

多様性を認め合
い、自分らしく
暮らすことがで
きるまちづくり
の推進

P.35
男女平等の実現に向けた
社会環境の整備や女性活
躍に向けた支援

社会全体の男女の地位が平等であると思う人の割合 32.8%
（R7） 40.0% 50.0% アンケートの設問に対して「平等である」

と回答をした人の割合

国の第５次男女共同参画基本計画において
「当面50％」と設定していることを踏まえ
て、50％以上を目標とする。

長岡市総合計画
市民アンケート

自らが望むワーク・ライフ・バランスを実現してい
る人の割合

55.6%
（R7） 60.0% 70.0%

アンケートの設問に対して「実現している」
又は「概ね実現している」と回答をした人
の割合

現在の水準をさらに向上させ、70％以上を
達成することを目標とする。

長岡市総合計画
市民アンケート

P.36 国際交流・多文化共生の
推進 多文化共生に関する講座、交流イベントの参加者数 2,675人

（R6） 2,800人 3,000人 市が開催する多文化共生イベント、姉妹都
市訪問・受入れ者数、日本語講座参加者数

多文化共生の意識醸成を図るため、関連講
座の年間参加者数を現状値から10％以上増
加させることを目標とする。

担当部署で把握

P.37 人権教育・啓発の推進 人権を意識しながら生活している人の割合 78.2%
（R7） 80.0% 85.0%

アンケートの設問に対して「いつも意識し
ている」又は「時々意識することがある」
と回答をした人の割合

現在の水準をさらに向上させ、85％以上を
達成することを目標とする。

長岡市総合計画
市民アンケート

P.38 出会いの創出と結婚への
支援

婚活イベントなどの参加者数及び登録者数 140人
（R6）

1,000人
（累計）

1,750人
（累計）

１年間に市が実施又は支援する婚活イベン
トに参加した人と県が実施するマッチング
支援に登録した人の合計

市や県が実施又は支援するイベントやマッ
チング支援により年間150人程度に出会い
の場を創出することを目標とする。

担当部署で把握

結婚支援事業の活用組数 －
350組

（R8年度～
R12年度累計）

700組
（R8年度～
R17年度累計）

結婚にあたり市が実施する結婚支援事業を
活用した組数

結婚を希望する若者が市の支援事業を活用
し長岡に居住する件数を年間70組程度増や
すことを目標とする。

担当部署で把握

重要業績評価指標（KPI）
重要業績評価指標（KPI）は、長岡市総合計画の各施策などの進捗状況を客観的に把握し、施策の改善につなげるために設定するものです。
各KPIの進捗については毎年度数値を検証していくこととし、社会環境の変化や新たな課題に対応するため、中間の5年で見直しを行います。
なお、KPIは全ての施策の成果を網羅できるものではなく、外部要因による影響を受ける場合もあるため、評価にあたってはKPIの数値結果
のほか、アンケートによる市民意見や関連する統計調査なども考慮し、総合的に判断します。
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ページ 施策の柱 指標（KPI） 現状値
中間目標 最終目標 指標の

定義・説明
目標設定
の考え方 出典

2030年度 2035年度

誰にも優しく寄
り添う共生社会
のまち

市民が支え合う
地域福祉の実現

P.40 地域福祉を支える相談体
制づくり 生活の困りごとを相談できる人の割合 33.1%

（R7） 40.0% 50.0%

アンケートの設問に対して生活で困ったこ
とがあった際に、気軽に相談できる場所や
機関が「ある」又は「どちらかといえばある」
と回答をした人の割合

現状値が低いことから、市民の半数（50％） 
以上が「ある」に回答する状態を目標とする。

長岡市総合計画
市民アンケート

P.41 市民が地域で支え合う福
祉のまちづくり 地域支え合い事業利用会員１人あたりの協力会員数 0.83人

（R6） 0.90人 １人 社会福祉協議会が実施する地域支えあい事
業の協力会員数を利用会員数で除した数値

利用会員と協力会員の需要と供給がマッチ
するように協力会員を確保することを目標
とする。

担当部署で把握

P.42 市民みんなが福祉の心を
育むまちづくり 登録ボランティア団体数 270団体

（R6） 283団体 297団体 長岡市社会福祉協議会に登録するボラン
ティア団体数

現状値から10％以上増加させることを目標
とする。

長岡市社会福祉
協議会が集計

P.43 困窮者への自立支援 自立に向けた改善が見られた生活困窮者の割合 78.5%
（R5） 85.0% 90.0%

生活困窮者自立相談支援事業において自立
相談支援機関により支援プランが作成され
支援を受けた者のうち、自立に向けての改
善が見込まれた人の割合

国の「新経済・財政再生計画改革工程表
2023」における目標と同様に90％以上を目
標とする。

担当部署で把握

高齢者が住み慣
れた地域で安心
して暮らせる地
域の実現

P.45 介護予防への主体的な取
り組みの支援

介護予防ケアマネジメント（ケアプラン）の目標達
成率

54.3%
（R6） 57.3% 60.3%

高齢者に多様なサービスを提供する総合事
業を利用するプランのうち、期間終了後に
提出される評価表によって、目標の達成が
確認されたプランの割合

高齢者自身が主体的に目標を定め、介護予
防に取り組むことで目標達成率が増加する
ものとし、最終目標は現状値から6％の増加
を目標とする。

担当部署で把握

P.46 多職種連携の推進と支援
体制の充実

高齢者になっても住み慣れた地域で安心して生活し
つづけられると思う人の割合

38.3%
（R7） 57.4% 76.6%

アンケートの設問に対して「そう思う」又
は「どちらかといえばそう思う」と回答を
した人の割合

現状値が低いことから、医療・介護などの
多職種連携の推進と相談支援体制の充実を
図ることで、現状値の倍増を目標とする。

長岡市総合計画
市民アンケート

P.47 認知症の人とその家族を
支える認知症施策の推進 認知症サポーター養成講座の受講者数 804人

（R6） 1,200人 1,600人 小中学校、企業・団体等の認知症サポーター
養成講座の年間受講者数

小中学校の若年層や、日々の暮らしを支え
る幅広い事業者や団体からの受講を推進し、
認知症の人や家族にやさしいまちづくりを
目指すため、現状値の倍増を目標とする。

担当部署で把握

P.48
介護人材の確保に向けた
支援と介護サービスの質
の向上

介護ロボット、ICT機器導入事業所数 59事業所
（R6） 86事業所 113事業所 介護ロボットやICT機器など介護テクノロ

ジーを導入した事業所数
市内の入所・入居系事業所のうち、約８割
の事業所での導入を目標とする。 担当部署で把握

障害の有無にか
かわらず、誰も
がいきいきと暮
らせる社会の実
現

P.50
障害のある人への相談支
援体制、地域生活支援の
充実

主任相談支援専門員を配置する事業所数
３事業所／
６事業所
（R6）

５事業所／
６事業所

6事業所／
６事業所

市内の相談支援事業所（委託相談支援事業
所）及び障害者基幹相談支援センターの計
６事業所のうち、１名以上主任相談支援専
門員を配置する事業所数

市内の相談支援事業所（委託相談支援事業
所）及び障害者基幹相談支援センターの計
６事業所に１名以上の主任相談支援員を配
置し、その水準を維持することを目標とす
る。

担当部署で把握

地域生活支援拠点等事業の事業所数 13事業所
（R6） 15事業所 18事業所 地域生活支援拠点等事業に登録した事業所

数

１つの事業所で２～３名程度受け入れを目
安とし、登録者が令和17年ころには40 ～
50名前後になるとの見込みから、年２事業
所程度増やし、18事業所とすることを目標
とする。

担当部署で把握

P.51 障害のある人の雇用・就
労施策の推進 障害者雇用率 2.57%

（R6） 2.99% 3.34% ハローワーク長岡管内の民間企業における
障害者の実雇用率

令和６年度までの過去５年間の増加数の平
均値（0.07）ずつ、年々増加させることを
目標とする。

障害者雇用状況
の概要（ハロー
ワーク長岡）

P.52 ひきこもり対策の強化 相談支援の結果、必要な機関につながった相談者の
割合

17.2%
（R6） 30.0% 60.0%

ひきこもり状態にある方の相談支援の結果、
就労・ボランティア・医療等、必要な機関
につながった相談者の割合

当事者や家族の孤立を防ぎ、「社会へのつな
がり」を回復するため、就労・ボランティア・
医療等、必要な支援機関等へつながった相
談者の割合を60％に向上させることを目標
とする。

担当部署で把握
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ページ 施策の柱 指標（KPI） 現状値
中間目標 最終目標 指標の

定義・説明
目標設定
の考え方 出典

2030年度 2035年度

誰にも優しく寄
り添う共生社会
のまち

生涯にわたる健
康な暮らしの実
現

P.54 健康寿命の延伸に向けた
健康づくりの推進

平均自立期間
男性:80.2歳
女性:83.1歳

（R5）

男性:81.1歳
女性:84.0歳

男性:81.8歳
女性:84.7歳

食事、着替え、入浴、排泄など日常生活を
送るために、最低限必要な動作を自分でで
きる期間

国の「健康寿命延伸プラン」では、2016年
からの24年間で健康寿命を3年延伸すると
されていることから、これを基に、平均自
立期間を現状値から1.6歳延伸させることを
目標とする。

国保データベー
スシステム

自分が健康だと思う人の割合 85.3%
（R7） 86.1% 86.8% アンケートの設問に対して「よい」「まあよ

い」「ふつう」と回答した人の割合

国 の「 国 民 生 活 基 礎 調 査 」 の2016年、
2019年、2022年の数値の伸びを踏まえ、1.5
ポイント向上させることを目標とする。

長岡市総合計画
市民アンケート

P.55
健（検）診・保健指導・
相談などによる生活習慣
病予防の推進

高血圧有所見者の割合 24.8%
（R5） 24.3% 23.8% 特定健診受診者の健診結果における高血圧

有所見者の割合

「長岡市国民健康保険第２期データヘルス計
画」において年平均0.1％の減少がみられた
結果を踏まえ、１ポイント減少させること
を目標とする。

長岡市健診デー
タ

特定健診受診率 44.7%
（R5） 60.0% 60.0% 40 ～ 74歳で国民健康保険に加入している

者の健診受診率
国が設定した全国統一の令和11年度の目標
値を達成することを目標とする。

法定報告値（厚
生労働省による
確定値）

P.56
企業や地域との連携やDX
を活用した運動習慣定着
の推進

運動の習慣がある人の割合 37.5%
（R5） 40.0% 40.0%

特定健診受診者の問診において１回30分以
上の軽く汗をかく運動を週2日以上、1年以
上実施していると回答した人の割合

国の健康日本21の目標値に準じて、40％を
目標とする。

長岡市健診デー
タ

P.57
誰も自殺に追い込まれな
い、生きるための包括的
な支援の推進

自殺死亡率 26.4
（R5） 18.5 18.5より減少 人口 10 万人当たりの自殺者数

国の自殺総合対策大綱の目標に準じて、令
和５年の長岡市の自殺死亡率（26.4）を令
和12年までに3割減少させることを目標と
する。

厚生労働省「地
域における自殺
の基礎資料」

ゲートキーパー研修会受講者数 234人
（R6）

1,150人
（R8年度～

R12年度累計）

2,300人
（R8年度～

R17年度累計）

一般市民向け・地区組織、市職員等関係者・
支援者向けの３つの研修会の受講者数

受講済の人も増えているが、受講者数を令
和6年度並で推移させることを、目標とする。 担当部署で把握

誰もが安心して
受けられる医療
体制の確保

P.59 身近な医療体制の確保 オンライン診療の新規利用者数 86人
（R4 ～ R6累計）

116人
（累計）

141人
（累計）

市立診療所において、オンライン診療によ
る診察を新規に利用した患者数の累計（オ
ンライン診療を利用したことがある患者の
数）

地域医療におけるオンライン診療の必要性
や利便性について患者への理解促進を図る
ことで年に５人程度の新規利用者を増やし、
受診の機会を確保することを目標とする。

担当部署で把握

P.60 救急医療提供体制の確保 休日・夜間急患診療所、中越こども急患センターの
延べ運営日数

363日
（R6） 363日 363日

１年間における休日・夜間急患診療所（歯
科含む）、中越こども急患センターの延べ運
営日数

基幹病院における高度専門医療及び救急医
療の充実を図るため、身近な医療機関とし
ての役割を365日に近い水準で維持してい
くことを目標とする。

担当部署で把握

P.61 医療従事者の確保に向け
た支援 長岡市内病院に従事する看護職員数 2,605人

（R4） 2,605人 2,605人
市内の各医療機関に勤務する看護職員（看
護師・准看護師・助産師・保健師）の人数（各
年度4月1日現在）

人口減少により医療従事者が減少していく
中でも現在の医療の水準を維持するため、
病院運営の要となる看護職員を維持するこ
とを目標とする。

担当部署で把握
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ページ 施策の柱 指標（KPI） 過去実績
（参考） 現状値

中間目標 最終目標 指標の
定義・説明

目標設定
の考え方 出典

2030年度 2035年度

子ども・若者が
夢や希望をも
ち、誰もが学び
続けることがで
きるまち

主要指標

P.62

ー 学校外の学びの満足度 35.6%
（R7） 43.0% 50.0%

アンケートの設問に対して「充実している」
又は「やや充実している」と回答した人の
割合

生涯にわたり、主体的な学びの場が持てる
ことが重要であるため、現在の水準を向上
させることを目標とする。

長岡市総合計画
市民アンケート

主要指標 ー
地域や社会をよくするため
に何かしてみたいと思う児
童生徒の割合

36.4%
（H26）

55.0%
（R1）

81.0%
（R6） 83.0% 85.0%

アンケートの設問に対して「そう思う」又
は「どちらかといえばそう思う」と回答を
した人の割合

「そう思う」と回答した児童・生徒の割合を
向上させ、85％以上を達成することを目標
とする。

全国学力・学習
状況調査におけ
る児童生徒質問
調査

主要指標 ー 自分には良いところがある
と思う児童生徒の割合

73.8%
（H26）

78.8%
（R1）

84.0%
（R6） 87.0% 90.0%

アンケートの設問に対して「そう思う」又
は「どちらかといえばそう思う」と回答を
した人の割合

キャリア教育の充実を図り、現在の水準を
向上させ、90％以上を達成することを目標
とする。

全国学力・学習
状況調査におけ
る児童生徒質問
調査

主要指標 ー 子育て環境や支援に対する
満足度

未就学児保護者
67.0%

小学生保護者
63.4%
（R6）

未就学児保護者
77.0%

小学生保護者
73.0%

未就学児保護者
82.0%

小学生保護者
78.0%

アンケートの設問に対して「とても満足」
又は「まあまあ満足」と回答をした人の割
合

国のこども大綱の数値目標の上げ幅と同様
の数値を設定し、未就学児保護者は82％、
小学生保護者は78％以上を達成することを
目標とする。

担当部署で把握

あらゆる年代に
おける学び・体
験・交流の充実
による人材育成

P.64 未来に向けた人づくりの
推進 学校外の学びの満足度 35.6%

（R7） 43.0% 50.0%
アンケートの設問に対して「充実している」
又は「やや充実している」と回答した人の
割合

生涯にわたり、主体的な学びの場が持てる
ことが重要であるため、現在の水準を向上
させることを目標とする。

長岡市総合計画
市民アンケート

P.65 ミライエ長岡を拠点にし
た若者の交流の促進

地域への愛着を理由として長岡に住み続けたい人の
割合（10代～ 30代）

32.9%
（R7） 40.0% 50.0%

アンケートの「長岡に住み続けたいか」を
訪ねる設問に回答した10代～ 30代のうち、
さらに「そう思う」又は「どちらかといえ
ばそう思う」と回答をした人にその理由を
尋ねる設問に対し、「地域への愛着」を選ぶ
人（複数回答）の割合

現在の水準をさらに向上させ、50％を達成
することを目標とする。

長岡市総合計画
市民アンケート

ふるさとに誇り
をもち、共に認
め支え合う社会
の実現に向けた
教育の推進

P.67
郷土の歴史、自然などの
学習環境の充実と「米百
俵」の精神などの継承・
活用

地域や社会をよくするために何かしてみたいと思う
児童生徒の割合

81.0%
（R6） 83.0% 85.0%

アンケートの設問に対して「そう思う」又
は「どちらかといえばそう思う」と回答を
した人の割合

現在の水準をさらに向上させ、85％以上を
達成することを目標とする。

全国学力・学習
状況調査におけ
る児童生徒質問
調査

P.68
不登校など子どもたちを
取り巻く様々な課題への
対応と多様な学びの場の
保障

学校に行くのは楽しいと思う児童生徒の割合 85.0%
（R6） 88.0% 90.0%

アンケートの設問に対して「そう思う」又
は「どちらかといえばそう思う」と回答を
した人の割合

現在の高い水準をさらに向上させ、90％以
上を達成することを目標とする。

全国学力・学習
状況調査におけ
る児童生徒質問
調査

先生や学校にいる大人にいつでも相談できる児童生
徒の割合

64.0%
（R6） 66.0% 68.0%

アンケートの設問に対して「そう思う」又
は「どちらかといえばそう思う」と回答を
した人の割合

現在の水準をさらに向上させ、68％以上を
達成することを目標とする。

全国学力・学習
状況調査におけ
る児童生徒質問
調査

P.69
多様性を認め合う教育や
特別な支援を要する子ど
もへの支援の充実

自分と違う意見について考えるのは楽しいと思う児
童生徒の割合

78.0%
（R6） 80.0% 80.0%

アンケートの設問に対して「そう思う」又
は「どちらかといえばそう思う」と回答を
した人の割合

現在の水準をさらに向上させ、80％以上を
達成することを目標とする。

全国学力・学習
状況調査におけ
る児童生徒質問
調査

人が困っているときは、進んで助けている児童生徒
の割合

92.0%
（R6） 92.0% 92.0%

アンケートの設問に対して「そう思う」又
は「どちらかといえばそう思う」と回答を
した人の割合

高い水準を維持していることを踏まえ、
92％の水準を安定して達成することを目標
とする。

全国学力・学習
状況調査におけ
る児童生徒質問
調査

一人ひとりを大
切にした多様な
育ちと学びの切
れ目ない支援

P.71 保幼小中の接続期への支
援の充実

保幼小中の連携や協働の体制が整っていると感じる
園・学校の割合

45.0%
（R6） 60.0% 70.0% アンケートの設問に対して「そう思う」と

回答をした園・学校の連携担当者の割合
「どちらかといえばそう思う」と回答してい
た園・学校が「そう思う」に転じ、70％以
上を達成することを目標とする。

園・学校の担当
者へのアンケー
ト調査

P.72 キャリア教育の充実

「こめぷら」のキャリア教育に関するコンテンツを
閲覧した人数

5,704人
（R6） 10,500人 14,000人 「こめぷら」の年間アクセス人数のうち、「学

びのとびら」に１回以上アクセスした人数

職業や上級学校に係るコンテンツを含んで
いるカテゴリー「学びのとびら」へアクセ
スした人数を14,000人（年間アクセス人数
7万人（仮）の20％）以上にすることを目
標とする。

担当部署で把握

自分には良いところがあると思う児童生徒の割合 84.0%
（R6） 87.0% 90.0%

アンケートの設問に対して「そう思う」又
は「どちらかといえばそう思う」と回答を
した人の割合

キャリア教育の充実を図り、現在の水準を
向上させ、90％以上を達成することを目標
とする。

全国学力・学習
状況調査におけ
る児童生徒質問
調査

P.73
発達など配慮が必要な子
どもを早期に把握し適切
に支援する体制の充実

アウトリーチによる助言・支援の満足度 70.0%
（R6） 80.0% 90.0%

アンケートの設問に対して「そう思う」又
は「どちらかといえばそう思う」と回答を
した人の割合

アウトリーチ支援の充実等により、現在の
高い水準をさらに向上させ、90％以上を達
成することを目標とする。

アウトリーチ実
施後の訪問園等
へのアンケート
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基本
目標 政策 掲載

ページ 施策の柱 指標（KPI） 現状値
中間目標 最終目標 指標の

定義・説明
目標設定
の考え方 出典

2030年度 2035年度

子ども・若者が
夢や希望をも
ち、誰もが学び
続けることがで
きるまち

やる気や学ぶ意
欲を高め、夢を
描き志を立てて
生き抜く子ども
の育成

P.75
オール長岡で連携・協働
し、確かな学びを実現す
るための学校への支援

教育センター主催の研修講座の参加者数
3,047人

（R6：1,922人
×1.58回）

教職員数×1.6 教職員数×1.6 指定研修講座と希望研修に参加した教員の
延べ人数

長岡市に勤務する全教職員が授業イノベー
ション等について学び、実践することを目
標とする。（一人1.6回以上の研修参加）

長岡市教育セン
ター研修実績

P.76
新たな自分を発見・創造
する多様な熱中・感動体
験の提供

課題の解決に向けて、自分で考え、自分から取り組
んでいる児童生徒の割合

86.0%
（R6） 88.0% 90.0%

アンケートの設問に対して「そう思う」又
は「どちらかといえばそう思う」と回答を
した人の割合

現在の水準をさらに向上させ、90％以上を
達成することを目標とする。

全国学力・学習
状況調査におけ
る児童生徒質問
調査

P.77
子どもが自主的に参加し、
自分の能力を伸ばす学び
の場の提供

地域の大人に勉強やスポーツ、体験活動に関わって
もらった児童生徒の割合

29.7%
（R7） 35.0% 40.0%

アンケートの設問に対して「そう思う」又
は「どちらかといえばそう思う」と回答を
した人の割合

現在の水準をさらに向上させ、40％以上を
達成することを目標とする。

全国学力・学習
状況調査におけ
る児童生徒質問
調査

地域クラブ活動参加者の満足度 － 70.0% 75.0% アンケートの設問に対して「満足」又は「や
や満足」と回答をした人の割合

参加者の満足度の高い地域クラブの活動環
境を整備し、75％の満足度を目標とする。

長岡市地域クラ
ブ活動アンケー
ト調査（仮称）

みんなで支え、
喜びや希望、関
心をもてる子育
て環境の創出

P.79
妊娠期から就学後まで切
れ目のない子育て支援と
相談支援体制の強化

子育て環境や支援に対する満足度

未就学児保護者
67.0%

小学生保護者
63.4%
（R6）

未就学児保護者
77.0%

小学生保護者
73.0%

未就学児保護者
82.0%

小学生保護者
78.0%

アンケートの設問に対して「とても満足」
又は「まあまあ満足」と回答をした人の割
合

国のこども大綱の数値目標の上げ幅と同様
の数値を設定し、未就学児保護者は82％、
小学生保護者は78％以上を達成することを
目標とする。

担当部署で把握

育児の相談相手や協力者がいる保護者の割合

1歳半健診
98.1%
3歳児健診
98.4%
（R6）

1歳半健診99.0%
3歳児健診99.2%

1歳半健診100%
3歳児健診100%

1歳半健診、３歳児健診の問診票の設問に対
して「はい」と回答をした人の割合

１歳半健診、３歳児健診ともに100％を達
成することを目標とする。 担当部署で把握

P.80
家庭の状況にかかわらず
子どもたちが安心して学
べる環境づくり

貧困疑いがある児童のうち、具体的な支援を受けて
いない児童の割合

1.4%
（R6） 0% 0%

子どもナビゲーターが小中学校から収集し
た情報で貧困疑いがある児童のうち、必要
な支援や関係機関につながっていない児童
の割合

貧困疑いがある全ての児童に支援をつなげ
ることを目標とする。

子どもの貧困問
題に係る調査

P.81 地域社会全体で子育てを
支援する体制づくり

地域全体で子育てや児童の見守りができていると感
じる人の割合

69.9%
（R7） 72.5% 75.0%

アンケートの設問に対して「そう思う」又
は「どちらかといえばそう思う」と回答を
した人の割合

現在の水準をさらに向上させ、75％（年間
0.5％向上）以上を達成することを目標とす
る。

長岡市総合計画
市民アンケート

安全安心でだれ
もとり残されな
い質の高い教育
環境の提供

P.83
施設の計画的な改修によ
る保育・教育施設に求め
られる機能・性能の維持

特別教室の冷房設備設置率 42.9%
（R7） 71.8% 100% 市内小・中学校及び総合支援学校の全特別

教室のうち、冷房設備を設置した割合

使用頻度の高い理科室と、音漏れで窓が開
けづらい音楽室への冷房設備の設置を優先
しながら、全ての特別教室へ設置を完了す
ることを目標とする。

担当部署で把握

P.84
ＩＣＴを活用した教育活
動の高度化や校務ＤＸの
推進

教育環境に支障なく使用可能な端末の整備率 100%
（R7） 100% 100%

全児童生徒に対してタブレット端末を１人
１台以上整備し、教育環境に支障なく使用
できるようネットワーク環境等も整ってい
る割合

今後のデジタル教科書やオンラインテスト
等の普及にあわせて、機器の更新やネット
ワークの増強を行い、端末が支障なく使え
る状態を維持することを目標とする。

担当部署で把握

P.85
教員や保育士がやりがい
をもち、教育・保育に集
中できる環境整備

超過勤務時間が月45時間を超える教員の割合 34.5%
（R6） 0% 0% 超過勤務時間が月45時間を超える市立学校

の教員の割合

国が示している「公立学校の教師の勤務時
間の上限に関するガイドライン」の定める
月45時間を超える教員がいない状態を目標
とする。

担当部署で把握

保育士の月平均超過勤務時間 9.0時間
（R6） 8.5時間 8.0時間 保育士（正規職員）一人あたりの月平均超

過勤務時間
ICT機器の活用等により業務負担を軽減す
ることで、月平均８時間以下を目標とする。 担当部署で把握

P.86 学校、家庭、地域が連携
した安全管理 食物アレルギーの初期対応が理解できた職員の割合 80.0%

（R6） 100% 100%

食物アレルギー研修会後のアンケートで、
「校内の役割分担」及び「救急車到着までの
対応」について「わかった」と回答した割
合

教職員の理解度を向上させ、アンケートで
「わかった」と回答した割合を100％とし、
これを維持することを目標とする。

担当部署で把握
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基本
目標 政策 掲載

ページ 施策の柱 指標（KPI） 過去実績
（参考） 現状値

中間目標 最終目標 指標の
定義・説明

目標設定
の考え方 出典

2030年度 2035年度

災害や雪に強
く、暮らしやす
い安全安心なま
ち

主要指標

P.87

ー 自主防災組織の活動率 78.0%
（H26）

75.7%
（R1）

67.0%
（R6） 75.0% 80.0% 1年間において、防災活動を実施し活動報償

金申請をした自主防災組織の割合
近年落ち込んでいる活動率をコロナ禍前の
水準（80％）に戻すことを目標とする。

自主防災活動報
償金届出件数

主要指標 ー 公共交通等の人口カバー率 94.7%
（H28）

97.3%
（R3）

98.5%
（R6） 99.3% 100% 公共交通（鉄道、路線バス、地域生活交通）

圏内の人口カバー率

公共交通を確保し、自家用車を使わなくて
も安心して暮らせるまちを目指すことから、
目標値を100%とする。

長岡市地域公共
交通計画による
分析調査

主要指標 ー
快適で住みやすいまちづく
りを進めていると思う人の
割合

59.7%
（R7） 64.5% 69.0%

アンケートの設問に対して「そう思う」又
は「どちらかといえばそう思う」と回答を
した人の割合

策定時点の調査において「どちらかといえ
ばそう思わない」と回答した人（28.4%）
のうち1/3程度から肯定的な回答を得ること
を目標とする。

長岡市総合計画
市民アンケート

主要指標 ー 高速道路網へ５分以内に到
達できる面積

66.5ｋ㎡
（H27）

88.2ｋ㎡
（R2）

88.2ｋ㎡
（R7） 110.1ｋ㎡ 115.5ｋ㎡ 高速道路のインターチェンジへ５分以内に

到達できる長岡市内の面積

高速道路網へ５分以内に到達できる面積は、
現在88.2㎢である。整備を進めている長岡
西大積SIC等の整備後の見込み面積115.5㎢
を目標とする。

担当部署で把握

防災対策の推進
と消防・救急体
制の充実

P.89 地域防災力の強化

自主防災組織の活動率 67.0%
（R6） 75.0% 80.0% 1年間において、防災活動を実施し活動報償

金申請をした自主防災組織の割合
近年落ち込んでいる活動率をコロナ禍前の
水準（80％）に戻すことを目標とする。

自主防災活動報
償金届出件数

原子力災害時における緊急時の行動の理解度 73.9%
（R7） 77.0% 80.0% アンケートで「原子力災害時の行動を理解

している」と回答した人の割合

原子力災害時の正しい行動を正しく理解し
ている市民を現状から着実に増やして80％
とすることを目標とする。

出前講座受講者
へのアンケート
調査

P.90 火災予防の促進と被害の
軽減

火災件数 60件
（R6） 60件以下 55件以下 長岡市消防本部管内で発生した1年間の火災

件数

社会情勢の変化に伴い火災発生要因が変動
する中でも、効果的な火災予防対策を推進
し、過去最少件数よりも減少させることを
目標とする。

担当部署で把握

住宅用火災警報器設置率 94.0%
（R6） 94.5% 95.0%以上 市内の一般住宅における設置率

火災による被害の軽減を促進させるため、
現在の高い水準をさらに向上させ、95％以
上を達成することを目標とする。

消防職員及び消
防団員による住
宅用火災警報器
設置率調査

P.91 救急体制の維持 応急手当講習の受講者数 5,877人
（R6） 6,500人 7,000人 年間の応急手当講習の受講者数

救急車が到着するまでの時間が伸びている
ため、応急手当講習の受講者数を増やし、
救急体制の維持を目標とする。

救急年報報告

効率的な除雪体
制の推進、消雪
施設などの適正
な維持管理

P.93 DXによる効率的な除雪体
制の推進 除雪オペレータの免許取得補助利用者数 10人

（R6） 40人 65人 各年の免許取得補助利用者数の累計

令和3年に実施した除雪業者へのアンケート
結果から、オペレータの年齢構成を考慮し、
今後10年間で減少する見込み人数を補填す
る人数を目標とする。

担当部署で把握

P.94 消雪施設の適正な維持管
理と長寿命化

道路における地下水節水型消雪ポンプ制御盤への更
新率

54.0%
（R6） 60.0% 70.0% 各年の非節水型から節水型制御盤への更新

率

令和7年～令和10年の間に43件の更新を予
定しており、その後も10件/年の更新を継続
することで、更新率70％を達成することを
目標とする。

担当部署で把握

生活の安全安心
の確保

P.96 交通安全意識の普及 交通事故発生件数 271件
（R6） 200件 133件 １年間における交通事故の発生件数 令和2年～令和6年の発生件数平均値（267

件）の半数を目標とする。
交通事故発生状
況（新潟県警）

P.97 消費者被害の未然防止、
被害回復 消費生活に係る出前講座の参加人数 1,187人

（R6） 1,350人 1,550人 消費生活に係る出前講座の参加人数
より多くの市民の消費者力を高めるため、
現状から30％以上参加人数を増加させるこ
とを目標とする。

担当部署で把握

環境にやさしい
循環型・脱炭素
社会への移行

P.99 温室効果ガス削減に向け
た行動の実践

脱炭素社会の一員として自覚し行動している人の割
合

89.9%
（R7） 95.0% 100%

アンケートの設問に対して脱炭素社会実現
に向けた何らかの取組を実践している人の
割合

現在の水準をさらに向上させ、100％を目
指すことを目標とする。

長岡市総合計画
市民アンケート

P.100 再生可能エネルギーの日
常的な利用促進

太陽光パネル等再生可能エネルギー設備の設置に対
する興味・関心度

30.1%
（R7） 40.0% 50.0%

アンケートの設問に対して「そう思う」、「ど
ちらかといえばそう思う」又は「すでに導
入している」と回答をした人の割合

雪国における太陽光パネルの有効性を広く
発信することで、現在の水準を50％以上に
向上させることを目標とする。

長岡市総合計画
市民アンケート

P.101 ごみの減量とリサイクル
の推進 １人１日当たりのごみ排出量 845ｇ

（R6） 840ｇ 835ｇ
長岡市内における家庭系ごみ排出量と事業
系ごみ排出量の合計を、長岡市の総人口と
年間日数で割ったもの

循環型社会の実現に向けて、現状値から毎
年1g以上減少させることを目標とし、県内
20市トップを維持する。

担当部署で把握
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基本
目標 政策 掲載

ページ 施策の柱 指標（KPI） 現状値
中間目標 最終目標 指標の

定義・説明
目標設定
の考え方 出典

2030年度 2035年度

災害や雪に強
く、暮らしやす
い安全安心なま
ち

自然との共生社
会の実現

P.103 鳥獣被害の防止に向けた
地域の担い手確保 市鳥獣被害対策実施隊隊員数 207名

（R7） 200名 190名 捕獲や被害防除など、市の鳥獣被害対策に
従事する隊員数

鳥獣捕獲の担い手確保・育成により、高齢
層及び中年層の活動継続及び若年層の底上
げを図ることで実施隊員数の減少幅を最小
限にとどめ、現状の活動規模を維持するこ
とを目標とする。

担当部署で把握

P.104 自然や生態系の回復の促
進 市内の「自然共生サイト」の認定数 3件

(R7) ５件 7件 環境大臣等が認定する市内の自然共生サイ
ト数

自然環境や生物多様性の保全に関する施策
を進めることにより、市民団体等の申請を
促し、現状値の概ね倍を目標とする。

環境省報道発表
ほか

豊かな暮らしを
守る公共交通の
確保とコンパク
トシティの推進

P.106 地域のつながりと暮らし
を守る公共交通の確保

公共交通等により、移動しやすいと思う人の割合 32.9%
(R7) 35.3% 37.7%

アンケートの設問に対して「そう思う」又
は「どちらかといえばそう思う」と回答を
した人の割合

策定時点の調査において、肯定的な回答の
割合が最も高かった長岡地域の数値（川東、
川西の平均値、37.7%）まで向上させるこ
とを目標とする。

長岡市総合計画
市民アンケート

公共交通等の人口カバー率 98.5%
（R6） 99.3% 100% 公共交通（鉄道、路線バス、地域生活交通）

圏内の人口カバー率

公共交通を確保し、自家用車を使わなくて
も安心して暮らせるまちを目指すことから、
目標値を100%とする。

長岡市地域公共
交通計画による
分析調査

P.107 拠点の維持と持続可能な
コンパクトシティの推進

まちなか居住区域の人口割合 53.6%
（R6） 54.1% 55.9% 行政区域人口に対するまちなか居住区域の

人口割合

まちなか居住区域の人口減少を半分程度に
抑えるため、令和22年の国推計人口割合を
５%増加させることを目標とする。

長岡市立地適正
化計画による分
析調査

快適で住みやすいまちづくりを進めていると思う人
の割合

59.7%
(R7) 64.5% 69.0%

アンケートの設問に対して「そう思う」又
は「どちらかといえばそう思う」と回答を
した人の割合

策定時点の調査において「どちらかといえ
ばそう思わない」と回答した人（28.4%）
のうち1/3程度から肯定的な回答を得ること
を目標とする。

長岡市総合計画
市民アンケート

P.108 都市の中心性を高める魅
力あるまちづくり

中心市街地で起業する人の数 38件
（R1～R6累計）

81件
（R1～ R12累計）

117件
（R1～ R17累計）中心市街地で起業する人の数

人口減少が進む中でも、中心市街地の魅力
を高めるまちづくりを進めることで、起業
する人の数を増加させていくことを目標と
する。

新潟県起業支援
センター Clip
長岡による報告
件数

中心市街地エリアを歩く人の数 18,702人
（R6） 18,876人 19,159人 大手通交差点より西側８地点の歩行者・自

転車通行量

人口減少が進む中でも、中心市街地の魅力
を高めるまちづくりを進めることで、歩行
者数を増加させ、それを維持することを目
標とする。

歩行者通行量調
査

P.109
誰もが安全・安心・快適
に暮らせる地域づくりの
推進

住んでいる地域のまちづくりに関わっていると思う
人の割合

30.2%
(R7) 40.0% 50.0%

アンケートの設問に対して「そう思う」又
は「どちらかといえばそう思う」と回答を
した人の割合

人口減少・高齢化が顕著に進んでいる地域
において、まちづくりに関わる人材を確保
できるように、意識醸成などの取組みを行
うことで、半数まで割合を高めることを目
標とする。

長岡市総合計画
市民アンケート

P.110 安心して住み続けられる
良好な住環境の創出 住環境が良好であると思う人の割合 68.6%

(R7) 69.0% 70.0%
アンケートの設問に対して「そう思う」又
は「どちらかといえばそう思う」と回答を
した人の割合

人口減少や高齢者世帯の増加を受けて支所
地域の肯定的意見が低下傾向にあるなかで
も啓発や連携の推進により肯定的な回答を
する割合を増やしていき、70％以上とする
ことを目標とする。

長岡市総合計画
市民アンケート

持続可能なイン
フラの整備・保
全

P.112 道路ネットワーク整備と
インフラの保全適正化

橋りょう長寿命化修繕率 52.0%
(R6) 80.0% 85.0%

橋りょうの法定点検にてⅢ判定（早期措置
段階）となった施設において修繕に着手を
した割合

国の第1次国土強靭化実施中期計画に基づく
数値を踏まえ、85％以上とすることを目標
とする。

担当部署で把握

高速道路網へ５分以内に到達できる面積 88.2ｋ㎡
（R7） 110.1ｋ㎡ 115.5ｋ㎡ 高速道路のインターチェンジへ５分以内に

到達できる長岡市内の面積

高速道路網へ５分以内に到達できる面積は、
現在88.2㎢である。整備を進めている長岡
西大積SIC等の整備後の見込み面積115.5㎢
を目標とする。

担当部署で把握

P.113 災害にも強い、持続可能
な上下水道事業の運営

基幹管路の耐震管率(上水道) 34.8%
（R6） 42.3% 52.1% 基幹管路（導水管・送水管・配水本管）に

おける耐震管の割合

管路更新計画及び各年度の予定投資額など
を踏まえ、基幹管路の耐震化を推進するこ
とを目標とする。

担当部署で把握
（水道事業ガイ
ドライン業務指
標（PI））

重要な管路の耐震化率(下水道) 32.6%
（R6） 40.0% 50.0%

20ha以上排除する幹線管渠、緊急輸送路下
管路等の重要な管路施設における耐震化の
割合

災害時においても最低限の下水道機能を維
持するため、広域的な被害につながる重要
な管路施設の耐震化を推進することを目標
とする。

担当部署で把握
（長岡市総合地
震対策計画路
線）

P.114 市民を水害から守る雨水
対策 雨水排水計画に対する整備率 35.7%

（R6） 35.7% 46.9%
交通拠点や防災関連施設地区等を有する都
市浸水対策を実施すべき区域の下水道整備
が完了した区域の整備の割合

浸水被害の軽減に向け、都市機能が集中し、
緊急度が高い地区を優先的に整備を進め、
概ね５割の達成を目標とする。

担当部署で把握



194 195

第
１
章

第
２
章

第
３
章

基
本
目
標
１

基
本
目
標
２

基
本
目
標
３

基
本
目
標
４

基
本
目
標
５

基
本
目
標
６

資
料
編

第
１
章

第
２
章

第
３
章

基
本
目
標
１

基
本
目
標
２

基
本
目
標
３

基
本
目
標
４

基
本
目
標
５

基
本
目
標
６

資
料
編

資料編

基本
目標 政策 掲載

ページ 施策の柱 指標（KPI） 過去実績
（参考） 現状値

中間目標 最終目標 指標の
定義・説明

目標設定
の考え方 出典

2030年度 2035年度

産業が成長し活
力を創出するま
ち

主要指標

P.115

ー 市内製造品出荷額等 5,358億円
（H22）

6,200億円
（H28）

7,124億円
（R5） 8,300億円 1兆円

市内製造業者などによる年間の「製造品出
荷額」「加工賃収入額」「修理料収入額」「製
造工程から出たくず及び廃物」の出荷額と

「その他の収入額」の合計で、消費税等の内
国消費税を含んだ額

産官学金による産業支援施策の実施、及び
市内製造業者の拡大再生産による成長、企
業誘致等による企業数の増加や事業承継の
進捗等、各指標の集積の帰結として、令和
17年度における1兆円を目標とする。

経済構造実態調
査及び経済セン
サス活動調査

主要指標 ー 市内農林水産物等産出額 216億円
（H30）

190億円
（R5） 250億円 300億円 市内農林水産業者によって生産された農林

水産物及び加工農産物の販売価格の合計額

多様なニーズに応じた米の生産や園芸導入
による複合化、輸出の拡大などを進め、農
林水産物等の産出額を増加させることを目
標とする。

農林水産省市町
村別農業産出額
及び特用林産物
生産統計調査、
新潟県錦鯉輸出
実態調査、関係
機関に対するヒ
アリング調査

強みを生かし未
来 を 見 据 え た
オール長岡によ
る産業振興

P.117 産学連携による技術高度
化と次世代人材育成 産学協創センターコーディネート件数 6件

（R6）

75件
（R8年度～

R12年度累計）

150件
（R8年度～

R17年度累計）

産学協創センターなどを窓口とした市内４
大学１高専などと市内企業との連携事業件
数

ミライエ長岡全館オープンを契機に、毎年
15件程度を目標とする。

産 学 協 創 セ ン
ター、及び大学・
高専に対する連
携実績のヒアリ
ング調査

P.118 官民連携による企業のDX
推進 DX推進企業の割合 22.1%

（R7） 50.0% 70.0% 企業のDX推進指標（経済産業省）の成熟度
レベル２以上の割合

DX推進成熟度レベルを向上させ、レベル２
以上の企業の割合を毎年３％程度増やすこ
とを目標とする。

長岡市景況調査

P.119 バイオマス資源を活用し
た新産業の創出 バイオ関連支援の事業件数 13件

（R3 ～ R6累計）
15件

（R8 ～ R12累計）
30件

（R8 ～ R17累計）
バイオ関連の補助金などの支援を活用し実
施した事業件数

バイオマス資源を活用した新事業創出を支
援することで、毎年3件程度の活用を目標と
する。

補助金等活用件
数

P.120 地域企業や地場産業の持
続的発展 制度融資を活用した設備投資件数 133件

（R6）
750件

（R8 ～ R12累計）
1,500件

（R8 ～ R17累計）

「設備資金」を使途とする長岡市制度融資・
新潟県制度融資（市内事業者分）の利用件
数

長岡産業ビジネス交流館において、各支援
機関が連携して経営支援を行うことで、年
間150件程度の利用を目標とする。

制度融資利用実
績（産業支援課、
新潟県信用保証
協会長岡支店）

誰もがキャリア
を活かしいきい
きと働くための
人への投資と産
業集積の創造

P.122 多様な人材が活躍できる
職場環境整備への支援

はたプラ賛同企業数 313社
（R6） 470社 600社

ながおか働き方プラス応援プロジェクトに
申し込み、集計日現在、賛同している企業
数

現在の賛同企業数の年間増加率をさらに伸
ばし、企業の働き方改革を促進することを
目標とする。

ながおか働き方
プラス応援プロ
ジェクト賛同企
業数

はたプラ賛同企業月平均所定外労働時間数 11.85時間
（R5） 9時間 7時間 調査対象企業の月平均所定外労働時間数の

平均

各企業の従業員のワークライフバランスを
促進するため、月平均所定外労働時間数を
減らすことを目標とする。

はたプラ賛同企
業「働き方改革
進捗状況調査」

P.123 企業誘致の推進

誘致企業就業者数 ー 200人 700人 新たに開発する中之島中央産業団地に誘致
した企業の就業者数

中之島中央産業団地の全分譲地に企業を誘
致し、就業者数を増加させることを目標と
する。

誘致企業への聞
き取り

NAGAOKA WORKER就業者数 122人
（R6） 500人 800人

NAGAOKA WORKER協 議 会 の 会 員 企 業
に お い て、 長 岡 の 事 業 所 でNAGAOKA 
WORKERとして働く正規・契約・パート・
業務委託で働く従業員数

NAGAOKA WORKERの働き方に賛同する
首都圏企業をより増やし、毎年60 ～ 70人
の増加を目標とする。

NAGAOKA 
WORKER協議
会「NAGAOKA 
WORKER雇用
実態調査」

P.124
若者や女性など多様な感
性を活かした起業・創業
支援

新潟県起業支援センター Clip長岡の支援による起業
件数

303件
（H26 ～ R6累計）

200件
（R8 ～ R12累計）

400件
（R8 ～ R17累計）

新潟県起業支援センター Clip長岡が支援し
市内で起業した事業者件数

ミライエ長岡を拠点とした新潟県起業支援
センター Clip長岡の相談機能を拡充するこ
とで、毎年40件程度の起業を目標とする。

新潟県起業支援
セ ン タ ー Clip
長岡による報告
件数

P.125 高度外国人材などの活躍
促進 市内企業外国人就業者数 451人

（R7） 609人 845人 長岡市内在住外国人で、高度専門職、就業
のビザで在留している人数

市内企業の外国人就業への意識啓発と留学
生や海外学生の本市への就業を促進するこ
とで、長岡市内で就業する外国人を増加さ
せることを目標とする。

国籍別在留資格
別人口
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ページ 施策の柱 指標（KPI） 現状値
中間目標 最終目標 指標の

定義・説明
目標設定
の考え方 出典

2030年度 2035年度

産業が成長し活
力を創出するま
ち

次世代につなぐ
活力ある農林水
産業の実現

P.127 多様な担い手と新規就農
者の確保・育成

担い手農業者数 991経営体
（R6） 991経営体 991経営体

地域農業の核となる認定農業者、認定新規
就農者、基本構想水準到達者、集落営農組
織の合計

農業の担い手の減少傾向が続いていること
から、現状の経営体を維持することを目標
とする。

担い手及びその
農地利用の実態
に 関 す る 調 査

（農林水産省経
営局）

担い手への農地集積率 68.9%
（R6） 80.0% 90.0%

市の耕地面積のうち、担い手農業者の自己
所有と借入、特定農作業受託面積の合計の
割合

「長岡市農業経営基盤の強化の促進に関する
基本的な構想」における集積目標と同数を
目標とする。

担い手及びその
農地利用の実態
に 関 す る 調 査

（農林水産省経
営局）

P.128
生産性向上による持続可
能な新しい農業の実現と
生産基盤の強化

スマート機器導入率 44.0%
（R6） 70.0% 100%

地域の中心的な担い手（大規模経営体）に
おける省力化、生産効率向上を目的として1
台以上のスマート機器を導入している割合

大規模経営体では、省力化や生産性の向上
が必要不可欠であるため、スマート機器の
導入率100%を目標とする。

対象者アンケー
ト

中山間地域等直接支払制度の集落協定数 95協定
（R7） 95協定 95協定 中山間地域等直接支払制度により認定され

た協定数

中山間地域における農業生産活動を継続す
るため、現状の集落協定数を維持すること
を目標とする。

担当部署で把握

P.129 農畜水産物の付加価値向
上と新たな市場の開拓 輸出米と加工米の作付面積

輸出米
227ha
加工米

1,065ha
（R6）

輸出米
340ha
加工米

1,157ha

輸出米
454ha
加工米

1,250ha

農林水産省が公表する輸出米と加工米の面
積

年々増加する海外輸出や食品加工事業者等
からの需要に応えるため、輸出米と加工米
の生産面積を増加させることを目標とする。

水田における地
域農業再生協議
会別の作付状況

（農林水産省）

P.130 森林整備の推進と森林資
源の利用促進

市内木材生産量 6,550㎥
（R6） 6,750㎥ 9,600㎥ 主伐・再造林及び搬出間伐による木材生産

量（販売実績）
森林整備面積の増加に伴い、木材生産量を
増加させることを目標とする。

林業事業体によ
る実績値の集計

市内森林整備面積（造林・間伐）
造林 7.57ha

間伐 22.42ha
（R6）

造林 10ha
間伐 25ha

造林 15ha
間伐 30ha

民有人工林における主伐・再造林及び搬出
間伐による整備面積

森林の若返りを図るため、主伐・再造林を
積極的に進め、整備面積を増やすことを目
標とする。

林業事業体によ
る実績値の集計

外部人材の視点
を取り入れた地
域経済活性化の
促進

P.132
外部人材の採用や連携協
定などを活用した地域経
済の課題解決

地域おこし協力隊などの採用件数 16人
（R6） 20人 25人

市の各部局が様々な目的を持って総務省の
制度を活用して新規に採用する「地域おこ
し協力隊（会計年度任用職員）」及び「地域
活性化起業人（特別職非常勤職員）」数

毎年の隊員や起業人の増減に関わらず、各
部局の合計数として年1名以上の増加を目標
とする。

担当部署で把握

地域の稼ぐ力を
高める観光産業
の振興

P.134
多様な連携による「越後
長岡」のブランド力の強
化と稼ぐ力の育成

観光コンテンツ造成・磨き上げなど支援事業件数 ７件
（R6） 15件 20件

観光関係事業者等が、観光コンテンツ造成、
磨き上げ等支援事業補助金を活用し、実施
した事業の件数

地域資源や長岡のブランド力を活かし、新
たな観光コンテンツの造成や、さらなる磨
き上げに取り組む事業者が、年々増加して
いくことを目標とする。

長岡市、「越後
長岡」観光振興
委員会等による
補助事業実績

P.135 観光産業の高付加価値化
による地域経済の活性化 市内宿泊施設数（民泊含む） 154件

（R6） 160件 165件 長岡市内の旅館業法に基づく宿泊施設数、
住宅宿泊事業法に基づく民泊施設数の計

市内宿泊者数の増加や観光サービス業の活
性化に伴い、それを受け入れる宿泊事業者
数が増加していくことを目標とする。

新潟県への届出
数
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ページ 施策の柱 指標（KPI） 過去実績
（参考） 現状値

中間目標 最終目標 指標の
定義・説明

目標設定
の考え方 出典

2030年度 2035年度

にぎわいや交流
が生まれる魅力
あるまち

主要指標

P.136

ー
戦争や平和について考える
機会が提供されていると感
じる人の割合

76.1%
（R7） 80.0% 90.0%

アンケートの設問に対して「そう思う」又
は「どちらかといえばそう思う」と回答し
た人の割合

現在の高い水準をさらに向上させ、90％以
上を達成することを目標とする。

長岡市総合計画
市民アンケート

主要指標 ー ふるさと納税リピーター 8,028人
（R1）

22,928人
（R6） 26,200人 30,000人 各年度において２年以上連続して長岡市に

ふるさと納税した人の数

競争激化もあってリピーターの増加は鈍化
しているが、直近の変動率（R6/R5：＋2.2％）
を上回る成長（＋2.7％）を維持し、リピー
ター 3万人を目標とする。

ふるさと長岡へ
の応援寄附金推
進事業

主要指標 ー
移住相談窓口や各種支援制
度を利用して長岡に移住し
た人数

93人
（R2）

209人
（R5） 310人 450人

長岡市外から定住の意思を持って転入した
人であって、移住にあたり市の支援事業を
活用した人の数（同居世帯員も含む）

「にぎわいや交流が生まれる魅力あるまち」
の実現に向け、これまで以上に移住支援に
取り組み、現状値（R5）の倍増を目標とする。

長岡市外からの
移住者の把握に
係る調査

主要指標 ー
延宿泊者数
（カッコ内は、その内の外
国人宿泊者数）

49.9万人
（1.2万人）
（H26）

49.5万人
（2.1万人）
（R1）

45万人
（1.8万人）
（R6）

50万人
（2万人）

55万人
（2.2万人）

1年間における市内ホテルや旅館等の宿泊施
設に宿泊した人の数

過去の推移から、外国人宿泊者も含み、全
体で年間１万人の宿泊増を目標とする。

宿泊旅行統計　
２次調査（観光
庁）

非核平和宣言都
市・長岡の推進 P.138

戦争の悲惨さと平和の尊
さの次世代への継承・発
信

戦災資料館を活用して平和学習を実施した市内小中
学校の延べ数

45校
（R6） 50校 55校 長岡戦災資料館を訪れたり、講師などの派

遣を通じて平和学習を行った学校の延べ数

学校がより取り組みやすいよう事業を工夫
し、平和学習に取り組む小中学校の増加を
目標とする。

担当部署で把握

長岡戦災資料館企画事業への参加者数 4,302人
（R6） 4,400人 4,500人 長岡戦災資料館の企画事業に参加した人の

数

リニューアルする長岡戦災資料館の広さな
どを活かし、企画事業の参加者が年々増加
していくことを目標とする。

担当部署で把握

歴史・文化や伝
統の継承

P.140 歴史・文化に対する愛着
と誇りの醸成 長岡市の歴史・文化に対して愛着を感じる人の割合 69.2%

（R7） 75.0% 80.0%以上
アンケートの設問に対して「そう思う」又
は「どちらかといえばそう思う」と回答を
した人の割合

現在の高い水準をさらに向上させ、80％以
上を達成することを目標とする。

長岡市総合計画
市民アンケート

P.141 地域交流の活性化と地域
資源の次世代への継承 地域の宝を大切にしたいと感じた小中学生の割合 93.2%

（R7） 95.0% 100%
地域の宝に関する授業のアンケートの設問
に対して「とても大切にしたい」又は「少
し大切にしたい」と回答した人の割合

現在の高い水準をさらに向上させ、100％
を目標とする。

地域の宝アン
ケート

関係人口の創
出・拡大と移住
定住の促進

P.143
ふるさと納税を軸とした
多様な取組による長岡
ファンづくりの推進

ふるさと納税リピーター 22,928人
（R6） 26,200人 30,000人 各年度において２年以上連続して長岡市に

ふるさと納税した人の数

競争激化もあってリピーターの増加は鈍化
しているが、直近の変動率（R6/R5：＋2.2％）
を上回る成長（＋2.7％）を維持し、リピー
ター 3万人を目標とする。

ふるさと長岡へ
の応援寄附金推
進事業

P.144
移住相談・案内体制の強
化と移住体験コンテンツ
の充実

移住相談窓口や各種支援制度を利用して長岡に移住
した人数

209人
（R5） 310人 450人

長岡市外から定住の意思を持って転入した
人であって、移住にあたり市の支援事業を
活用した人の数（同居世帯員も含む）

「にぎわいや交流が生まれる魅力あるまち」
の実現に向け、これまで以上に移住支援に
取り組み、現状値（R5）の倍増を目標とする。

長岡市外からの
移住者の把握に
係る調査

魅力ある観光の
振興

P.146 豊富な資源を活かした観
光誘客の促進

延宿泊者数
（カッコ内は、その内の外国人宿泊者数）

45万人
（1.8万人）
（R6）

50万人
（2万人）

55万人
（2.2万人）

1年間における市内ホテルや旅館等の宿泊施
設に宿泊した人の数

過去の推移から、年間1万人の宿泊増を目標
とする。

宿泊旅行統計　
２次調査（観光
庁）

来訪者の満足度 ー 90.00% 95.00% アンケートの設問に対して「大変満足」又
は「満足」と回答をした人の割合

全国や新潟県の平均値（約85％）を参考に、
より高い数値を目標とする。

市内来訪者アン
ケート調査

P.147 持続可能な観光まちづく
りの推進 観光消費額（増加額） ー 50億円の増加 110億円の増加

1年間における市内ホテルや旅館等の宿泊施
設に宿泊した人数に観光消費単価を乗じて
算出

年間2,000円/人の消費単価増を目標とする。市内来訪者アンケート調査

豊かな暮らしの
ための文化・ス
ポーツの推進

P.149 文化芸術活動の推進 文化芸術に関わった人の割合 42.3%
（R7） 56.0% 70.0% アンケートの設問に対してこの１年間に「関

わったことがある」と回答をした人の割合

県が実施したアンケート結果の数値（対前
年度の伸び率）を踏まえて、70％以上を達
成することを目標とする。

長岡市総合計画
市民アンケート

P.150 多様なスポーツ・レクリ
エーション活動の推進 運動やスポーツに関わった人の割合 57.6%

（R7） 70.0% 80.0% アンケートの設問に対してこの１年間に「関
わったことがある」と回答をした人の割合

スポーツに関わっていない人にも興味・関
心をもってもらえる取り組みを進めること
で80%以上を達成することを目標とする。

長岡市総合計画
市民アンケート

中山間地域振興
と持続可能な地
域づくりに向け
た未来創造

P.152
自然や文化など、多様な
地域資源の磨き上げと情
報発信

中山間地域の魅力を認識している人の割合 70.0%
（R7） 75.0% 80.0%

アンケートの設問に対して「魅力を感じな
い」又は「わからない」以外の回答をした
人の割合

現在の高い水準をさらに向上させ、80％以
上を達成することを目標とする。

長岡市総合計画
市民アンケート

P.153 地域資源を活かした交流
の推進 市内の中山間地域を訪れたことがある人の割合 20.5%

（R7） 30.0% 40.0%

アンケートの設問に対して市内の中山間地
域で開催するまつり・イベントへの参加や、
自然体験等で市内の中山間地域を訪れたこ
とがあると回答をした人の割合

現状値の倍である40％以上を達成すること
を目標とする。

長岡市総合計画
市民アンケート
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ページ 施策の柱 指標（KPI） 過去実績
（参考） 現状値

中間目標 最終目標 指標の
定義・説明

目標設定
の考え方 出典

2030年度 2035年度

市民の期待に応
え、信頼される
行政を推進する
まち

主要指標

P.154

ー 電子申請利用率 29.7%
（R4）

30.7%
（R5）

39.8%
（R6） 45.0% 50.0%

長岡市情報通信技術を活用した行政の推進
に関する条例第9条の規定に基づき、公表し
ている電子申請の利用状況

DX分野は技術革新と制度変化のスピードが
速く、住民ニーズも予測が困難であるため、
近年の電子申請の利用率から、10年後の利
用率を予測し、目標値とする。

担当部署で把握

主要指標 ー
「市民にとって必要な行政
サービスや政策が実施され
ている」と思う人の割合

52.6%
（R7） 60.0% 70.0%

アンケートの設問に対して「そう思う」又
は「どちらかといえばそう思う」と回答を
した人の割合

政策効果の検証や市政の透明性向上に積極
的に取り組み、10年後までに否定的な意見
の人の半数（13ポイント）以上を肯定的な
意見に転換させることを目標とする。

長岡市総合計画
市民アンケート

主要指標 ー 実質公債費比率 14.4%
（H24決算）

5.5%
（R1決算）

8.0%
（R6決算） 13.0%以下 中間目標から

低減
地方公共団体の財政の健全化に関する法律
に基づき算定する実質公債費比率の数値

投資事業の選択と集中、特定財源の有効活
用等を通じ、公債費負担を適正な規模の範
囲内にコントロールすることを目標とする。

担当部署で把握

時代の変化に適
応した持続可能
な行政運営と市
民サービスの高
質化

P.156
徹底した業務改革とDXに
よる行政運営の生産性の
向上

文書業務の電子化率 68.0%
（R6） 80.0% 85.0% 文書の収受件数・起案件数のうち電子決裁

を行った割合

文書業務の大部分を電子化する。
外部収受文書については、業務効率を考慮
し一部非電子決裁となるが、職員が起案す
る文書は電子化することを目標とする。

担当部署で把握

職員の時間外勤務時間数（年間）の合計 31.5万時間
（R6）

現状値から
15％削減

現状値から
15％削減

正規職員の時間外勤務時間数（年間）の合
計

継続的に業務改革やDXに取り組み、業務の
効率化を進め、年間の時間外勤務時間数の
合計を、令和６年度に対して、毎年３％ず
つ減らして５年後に15％削減し、それを維
持することを目標とする。

担当部署で把握

P.157
スマート行政の推進と公
民連携による市民サービ
スの向上

電子申請利用率 39.8%
（R6） 45.0% 50.0%

長岡市情報通信技術を活用した行政の推進
に関する条例第9条の規定に基づき、公表し
ている電子申請の利用状況

DX分野は技術革新と制度変化のスピードが
速く、住民ニーズも予測が困難であるため、
近年の電子申請の利用率から、10年後の利
用率を予測し、目標値とする。

担当部署で把握

「利便性の高い行政サービスが提供されている」と
思う人の割合

52.7%
（R7） 57.7% 62.7%

アンケートの設問に対して「そう思う」又
は「どちらかといえばそう思う」と回答を
した人の割合

国における調査の結果、国全体で令和5年か
ら令和6年の向上率が0.3ポイントであった
ことを踏まえ、それを上回る1ポイントずつ
毎年向上させることを目標とする。

長岡市総合計画
市民アンケート

P.158 行政運営を支える人材育
成と魅力ある職場づくり

「現在の職場は働きやすい」と感じている職員の割
合

73.9%
（R6） 80.0% 85.0%

アンケートの設問に対して「感じている」
又は「どちらかといえば感じている」と回
答をした人の割合

業務改革やDXと並行して、ニーズに沿った
研修実施等の人材育成に取り組み、５年で
6％、10年で11％以上増加させることを目
標とする

職員の勤務実態
に係るアンケー
ト調査

職員1人あたりの年間平均年次休暇取得日数 12.5日/年
（R6） 13.0日/年 13.5日/年 正規職員1人あたりの年間平均年次休暇取得

日数

徹底的な業務改革やDXの推進により生産性
の向上と働きやすい職場環境づくりを進め、
10年で年間平均年次休暇取得日数を1日以
上増やすことを目標とする。

担当部署で把握

P.159
多様な視点を活かした政
策立案と行政運営の透明
性の向上

長岡市の審議会・委員会等における女性の登用率 39.6%
（R7） 45.0% 50.0% 長岡市が設置する審議会・委員会等におけ

る女性委員の割合

国の第５次男女共同参画基本計画において、
「40 ～ 60％」としていることを踏まえ、市
として50％を目標とする。

担当部署で把握

「市民にとって必要な行政サービスや政策が実施さ
れている」と思う人の割合

52.6%
（R7） 60.0% 70.0%

アンケートの設問に対して「そう思う」又
は「どちらかといえばそう思う」と回答を
した人の割合

政策効果の検証や市政の透明性向上に積極
的に取り組み、10年後までに否定的な意見
の人の半数（13ポイント）以上を肯定的な
意見に転換させることを目標とする。

長岡市総合計画
市民アンケート

市政運営の基盤
となる健全財政
の確保

P.161 将来を見据えた経営的な
視点による財政運営

財政調整基金の年度末残高 88.5億円
（R6決算）

35億円前後
（下限）

標準財政規模の
概ね５％程度を
下回らないよう

維持

財政調整基金の年度末残高
災害等の不測の事態に備え、財政調整基金
の残高を一定程度確保することを目標とす
る。

担当部署で把握

実質公債費比率 8.0%
（R6決算） 13.0%以下 中間目標から

低減
地方公共団体の財政の健全化に関する法律
に基づき算定する実質公債費比率の数値

投資事業の選択と集中、特定財源の有効活
用等を通じ、公債費負担を適正な規模の範
囲内にコントロールすることを目標とする。

担当部署で把握

P.162 人口減少などに対応した
公共建築物の適正管理 市民１人当たりの管理運営費 20,033円

（R6）
現状値を
超えない

現状値を
超えない

市民一人当たりの管理運営費（光熱水費な
どの歳出 - 使用料などの歳入）

ハード・ソフトの両面から公共建築物の適
正化を推進し、人口減少下であっても、市
民一人当たりの管理運営費（物価変動分も
含む。）を増加させないことを目標とする。

担当部署で把握




